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  平成１５年度国際学術情報流通基盤整備事業の公募要領 

 

国 立 情 報 学 研 究 所 

１．趣旨 

 
１．１ 目的 

国 立 情 報 学 研 究 所 が 平 成 １ ５ 年 度 か ら 行 う 国 際 学 術 情 報 流 通 基 盤 整 備 事 業

(SPARC/JAPAN)では、日本の学協会等による電子的な英文論文誌の発行活動に対して

多面的な支援を行います。これにより、日本の電子ジャーナルが国際的に一層高く評価

され、学協会等の電子的出版活動が促進されることを目的とするものです。具体的には、

大学図書館と一体的に活動して、学術コミュニケーションの実情について研究者等への

戦略的な情報提供を行ない、SPARC 活動1を始めとした米国やヨーロッパにおける学術コ

ミュニケーション活動と連携を取りながら、海外の大学図書館等に対しても購読拡大の道

を開拓します。 

以上のような活動により、研究成果をより広く流通させることによって、我が国の学協会

等の発行する電子ジャーナルの国際的評価を向上させ、研究活動の成果の一層正当な

評価を得るとともに、学術コミュニケーションの発展を促すものです。 

 
１．２ 概要 

本事業の目的を達成するため、本事業に参画する強い意欲のある学協会等を募集し、

国際学術情報流通基盤整備事業評議会2において選定を行います。その後、選定された

学協会等と国立情報学研究所で作業グループを形成し、科学技術振興事業団等と連携

の上、それぞれの学協会等に適合した英文論文誌の電子化、国際化の支援策を実施し

ます。具体的な支援策は次の通りで、これらの中の一つないしは複数を組み合わせて適

切なものとなるよう工夫します。 

（１） 編集工程の電子化支援 

 編集工程の電子化等の支援を、科学技術振興事業団の J-STAGE の編集・査読シ

ステムを活用して行う。 

（２） 英文論文誌の国際化支援 

英文論文誌を国際誌として強化するために、学協会等に国際的専門性を持った

人材を派遣し、英文編集、査読の充実を図りつつ、英文論文誌の編集能力を持つ

人材の育成に努める。また、英文校正作業等の支援を必要に応じて行う。 

                                              
1 これらの活動に関しては資料「SPARC：米国とヨーロッパの概要」を参照 
2 事業の推進体制に関しては資料「国際学術情報流通基盤整備事業推進体制組織」を参照 
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（３） ビジネスモデル創出事業 

英文論文誌刊行における財政的基盤の確保のために必要なビジネスモデルの創

出支援を大学図書館と連携して行う。J-STAGE の新機能（平成１６年１月から運用開

始予定のサイトライセンス機能や統計機能）や自機関サーバを利用した国内大学図

書館や海外大学図書館への頒布について、その事業モデルの企画等を支援する。 

たとえば、国内外の機関購読の拡充のために、大学図書館へ販売する電子ジャ

ーナルの価格設定や価格交渉のノウハウに関するコンサルティング、電子ジャーナ

ルのサイトライセンスの設定や契約についてのアドバイスを行い、電子ジャーナルの

販売ルートの確立に向けた整備を支援する。 

（４） 国際連携の推進 

英文論文誌の海外での認知度を向上させるための支援を行う。海外の電子ジャー

ナルサイトとの連携、相互リンク、海外頒布などについてコンサルティングを行う。 

また、米国 SPARC の支援するサイト等へのライセンシングを SPARC/JAPAN として

組織的に進める。 

（５） 調査・啓発事業 

大学図書館を中心に、我が国の学術コミュニケーションの動向調査と、学内研究

者や学協会等に対する SPARC/JAPAN の広報宣伝活動を行う。 

また、学協会等の間で電子ジャーナルビジネスに関する情報の共有を図る。 

 

１．３ 背景 

国立情報学研究所が本事業を開始する背景には、近年の日本の学術コミュニケーショ

ンの危機的な状況があります。すなわち、科学技術・学術の推進のためには、研究成果

が学術論文によって迅速に流通し、研究者・学生が最新の研究成果を常に利用できるこ

とが重要です。また、これらの学術論文の刊行状況は、それぞれの国、それぞれの分野に

おける研究活動を集団、個人について評価するための重要な指標です。 

しかし、これらの学術論文を掲載する学術雑誌の流通については、北米においては

1980 年代から、我が国においても 1990 年代には、価格の高騰、大学図書館での購読タ

イトル数の減少などが問題になってきています。これらの状況の悪化に関しては、商業出

版者による市場寡占などとの関係が指摘されており、さらに、日本の学協会等が刊行する

英文論文誌については、国際競争力が不十分であるとの指摘がされています。 

さらに、1990 年代後半からは、世界的に学術雑誌の電子ジャーナル化が進展していま

すが、日本の学協会等が刊行する雑誌の電子化・オンライン化は J-STAGE 等の利用に

よって進んできてはいるものの、未だ立ち遅れており、電子ジャーナルの流通促進に関す

る方策についての検討が十分ではありません。このような動向によって、我が国の科学技

術・学術活動の研究成果の正当な評価が、阻害されることが危惧されています。 

既に、北米、ヨーロッパなどにおいては大学図書館団体が呼びかけて、研究者
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による学術雑誌刊行の電子化の支援を通して、価格高騰の問題を解決する競争的

市場を創出する取り組みが展開され、科学技術・学術情報の一層の効果的な流通

を図る試みが結実しつつあります。その顕著な例は、米国における SPARC 活動、

ヨーロッパにおける SPARC Europe 活動です。 

国立情報学研究所が平成１５年度から実施する「国際学術情報流通基盤整備事業」

は、これらの状況及び鋭意進められている J-STAGE の改良の成果をふまえ、大学図書館

等の協力を得つつ、日本の学協会等が J-STAGE 等を利用して刊行する電子化された英

文論文誌の流通の促進を図ることによって、学術情報流通の国際的基盤の改善に積極

的に寄与するとともに、我が国の科学技術・学術研究の成果の一層の普及を推進するこ

とを目的とします。このことの必要性及び基本的な考え方は、第２期科学技術基本計画を

始め、科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会情報科学技術委員会デジタル研究

情報基盤ワーキング・グループの審議にもとづく『学術情報の流通基盤の充実について

（審議のまとめ）』(平成１４年３月１２日)において具体的方策として示されたものであり、ま

た科学技術・学術審議会国際化推進委員会の『科学技術・学術活動の国際化推進方策

について（報告）』（平成１５年１月１７日）においても、重点的に推進すべき方策の一つとし

て「電子媒体での国際的情報発信の推進」が学術情報流通の基盤整備として重要である

とされているものです。 

 
 
２．進め方 

 

２．１ 学協会等とのパートナーシップ 

本事業の推進に当たっては、本事業の趣旨に賛同し、刊行する英文論文誌の電子化・

オンライン化や国際的な競争力の一層の向上について意欲を持つ学協会等とのパートナ

ーシップが不可欠です。そのため、本事業に参画する学協会等を募集します。学協会等

と国立情報学研究所とがパートナーとなり、選定された英文論文誌ごとに作業グループを

組織し、科学技術振興事業団等とも連携の上、英文論文誌の電子化、国際化やビジネ

スモデルの創出推進事業を実施します。 

 
２．２ 作業グループの活動内容 

電子ジャーナルを効果的に発信するためには、学協会等における編集過程で、電子編

集システムや、電子化に対応した印刷会社、国際的なビジネスを支援する販売委託会社

などのビジネス関連組織が円滑に機能することが必要であると考えます。編集・査読体制

の国際化やマーケティング機能の充実など、現時点で不十分と思われる機能を改善する

ために、国立情報学研究所と学協会等とが協力して英文論文誌ごとに作業グループを組

織します。この作業グループの活動は３年を限度とし、その形成と運営のための経費を国

立情報学研究所が負担します。 

作業グループは「１．２ 概要」で述べた支援策を具体的に実施するための企画を行い、



 4

特に以下のような活動が中心となります。 

 

（１） 英文論文誌の編集・査読・発行の国際化やビジネスモデル創出のために必

要となる実務専門家やコーディネータ等によるコンサルティングを、学協会等

と協議して実施します。 
（２） 英文論文誌の流通形態を冊子体契約モデルから電子ジャーナルのコンソー

シアム契約モデルなどに移行するために、国内外の大学図書館等との連携

による購入計画を、平成１６年１月からの開始を目指して立案します。 
（３） J-STAGE を始めとする電子ジャーナルサイトを利用する上での効果的発信方

法やサイトライセンス方法などを検討し、学協会等に提案します。 

 
２．３ 本事業に参画する英文論文誌の募集 

 本事業のもとで、強化する英文論文誌を募集いたします。対象は、英文論文誌の電子

ジャーナルとします。現在すでに電子ジャーナル化されている英文論文誌のほか、この事

業への参画を契機として電子化を開始しようとする場合や新規に電子ジャーナルを発行

しようとする場合も該当します。 

応募に際し、本事業のもとで行う支援について提案をしていただきます。応募のあった

英文論文誌の中から、提案内容及び以下の要件に照らして本事業として取り上げる英文

論文誌を選定させていただきます。 

本年度が事業開始の年度であることや予算の制約から、応募のあった学協会等の刊行

する（または刊行予定の）英文論文誌の中から参画雑誌は数誌程度を予定しています。 

 

（１） 国内外研究者からの投稿を受付け、編集委員会の国際化を実現又は企画し、

既にその冊子体雑誌が一定程度国際誌として認められている。 
（２） 電子ジャーナルによる海外に向けた発信を実施または企画している。 
（３） 今後、冊子体の予約購読に基づくコスト回収モデルではなく、電子ジャーナル

を基礎とする新たな価格モデルによる電子出版活動を企画している。 
（４） 既に刊行あるいはこれから刊行しようとする電子ジャーナルについて、電子ジャ

ーナル価格を設定し、収益化を図る意欲を持っている。 
 
２．４ 本事業を進める体制 

 本事業は、評議会の下に運営委員会を置き、選定された学協会等も委員を出していた

だき、これが事業全体を展開する母体となります。英文論文誌ごとに作業グループを設け

参画する学協会等の委員や本事業コンサルタントによる会合を随時開催し、円滑な情報

交換を通してノウハウの共有を図ります。 
英文論文誌ごとの作業グループは、１年ごとに評議会に事業の報告を行い、評価を受

けます。また、本事業の活動内容は、シンポジウムの開催や図書館関係の会合等で広報

していくことになります。 
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３．応募方法 

 
以下の要領で事業への参画方法をご提案ください。応募のあった学協会等の中から、

評議会の審議を経て選考します。 

応募のための記入項目は以下のとおりですが、国立情報学研究所のホームページ上

の提案書の様式を利用し、記載しきれない内容については、添付資料としてください

(URL : http://www.nii.ac.jp/sparc/)。 

（１） 事業への参画を希望する学協会又は学協会グループの名称及び学会の規模

（国内会員及び海外会員の数など）、団体の種別、事務局体制（外部委託して

いる場合はその内容など）等、基本的事項 

（２） 今回の事業で対象とする英文論文誌に関する情報（タイトル、投稿数、掲載論

文数、採択率、刊行間隔、総ページ数、論文以外の主要な記載記事の種類

（書評等）、刊行部数（国内、海外毎の送付部数等）、現段階での特色と評価、

その他参考となる事項） 

（３） 事業への参画方法に関する提案を以下の点を含めて記述してください。 

・ 英文論文誌の電子化の現状又は計画 
・ 海外発信（国際化）の現状及び計画 
・ 英文論文誌の経費回収モデルの現状及び計画 

（４） 応募理由 

 
 なお、英文論文誌発行状況や計画把握のための定款や決算書、総会報告書等を添付

してください。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

応募締切： 平成１５年９月３日（水） 必着 

提出部数： 正副２部（副はコピーでも可） 

提出先： 国立情報学研究所開発・事業部コンテンツ課 

 国際学術情報流通基盤整備事業推進室 

      〒101-8430東京都千代田区一ツ橋２－１－２ 

（郵送にて御送付ください） 
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問い合わせ先： 国立情報学研究所開発・事業部コンテンツ課 

 国際学術情報流通基盤整備事業推進室 

          E-MAIL : sparc@nii.ac.jｐ  

          TEL : 03-4212-2315 

          FAX : 03-4212-2375 
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